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除去土壌等仮置場跡地の利用における被ばく線量評価 

 

○日下部一晃 1、小磯将広 1、野村直希 2、井上正 3 
1福島県環境創造センター、2福井工業大学、3（一財）電力中央研究所 

 

1. はじめに 

福島県内の除染活動で発生した除去土壌等は、市町村等が設

置する仮置場等で一時保管された後、順次中間貯蔵施設へ輸送

が行われる。除去土壌等の搬出が完了した仮置場では、元の土

地利用を基本として原状回復が行われる。原状回復作業では、

除染関係ガイドライン等に沿って、除去土壌等の保管場所跡地

において空間線量率等の測定を行い、保管の影響による汚染が

無いことを確認した上で、地権者へ返還される。しかし、地権

者等へ仮置場跡地の安全性を伝えるためには、上記の測定結果

だけでなく、土地利用に応じた追加被ばく線量を示すことも重

要である。本研究では、原状回復後の仮置場跡地の利用に伴う

追加被ばく線量を明らかにするため、原状回復後に想定される

土地利用に応じた被ばく線量評価を行った。 

 

2. 方法 

仮置場跡地で想定される将来的な土地利用から、それに応じ

た被ばく経路、計算モデル、パラメータを年齢区分ごとに検討

した。想定した土地利用と被ばく経路はそれぞれ図 1、2 のとお

り。計算モデルやパラメータは、既往の文献や国等が公表して

いる統計資料を参照し設定した。 

上記の検討に基づき、土壌中の放射性セシウムの単位濃度(1 Bq/kg)あたりの追加被ばく線量を計算

した。また、パラメータに平均値を用いた場合、保守的な値を用いた場合の追加被ばく線量をそれぞ

れ求めることで不確実性を検討した。更に、事例評価として、仮置場跡地の表土中の放射性セシウム

濃度（3 か所）や空間線量率（571 か所）を用いて追加被ばく線量を求めた。 

 

3. 結果と考察 

土壌中の放射性セシウムの単位濃度（1 Bq/kg）あたりの追加被ばく線量を計算し、その計算値に実

際の土壌中の放射性セシウム濃度を乗じることで、将来的な土地利用に応じた追加被ばく線量を評価

することが可能となった。また、各土地利用のうち仮置場跡地を住宅とする場合の将来的な追加被ば

く線量が最大となった。 

仮置場跡地の実測データを用いた事例評価の結果、全ての年齢区分のシナリオにおいて、予想され

る被ばく線量は 1 mSv/year を大きく下回った。また、保守的なパラメータ値を用いて得られた値も、

検討した全ての仮置場で 1 mSv/year を下回った。このことは、仮置場跡地由来の被ばく線量が、国が

定める長期的な追加被ばく線量の目標値（1 mSv/year）を超える可能性が極めて低いことを示してい

る。上記の結果は、仮置場跡地の利用に懸念を持つ方への支援に有効であると思われる。なお、本報

における評価方法は一般的であり、仮置場跡地以外の線量評価にも適用可能である。 
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図 1 想定した土地利用 

図 2 想定した被ばく経路 
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